次期高齢者計画の性格、法的位置づけ
（１）老人保健福祉計画及び介護保険事業支援計画

都道府県は、老人福祉法に基づき市町村域を越えた広域的な見地から老人福祉事業の供給体制の確保に関する「老人福祉計画」を、また、介護保険法に基づき介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施の支援に関する「介護保険事業支援計画」を定めることとされています。
また、２つの計画には、高齢者が安心して生活をおくることを確保するという共通の目的があり、相互に連携を図りながら施策を推進することが有効であることから、これらを一体のものとして作成することとされています。

なお、平成18年の老人保健法改正（高齢者の医療の確保に関する法律）により老人保健計画の策定の義務はなくなりましたが、前期計画においては、医療等以外の老人保健事業を含む健康増進事業の供給体制の確保とあわせ、従来どおり老人保健福祉計画として定めました。次期計画においても、前期計画を踏まえ、高齢者保健福祉サービスや介護サービスをはじめ、その他の関連施策も包含した「次期高齢者計画」を策定致します。
	【根拠法令抜粋】

老人福祉法　
（都道府県老人福祉計画）

第20条の9第1項　都道府県は、市町村老人福祉計画の達成に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画（以下「都道府県老人福祉計画」という。）を定めるものとする。

第20条の9第4項　　都道府県老人福祉計画は、介護保険法第118条第１項 に規定する都道府県介護保険事業支援計画と一体のものとして作成されなければならない。
介護保険法

（都道府県介護保険事業支援計画）

第118条第1項　都道府県は、基本指針に即して、3年を一期とする介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施の支援に関する計画（以下「都道府県介護保険事業支援計画」という。）を定めるものとする。

第118条第5項　都道府県介護保険事業支援計画は、老人福祉法第20条の９第１項 に規定する都道府県老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。


【老人保健福祉計画及び介護保険事業支援計画の関係】

　　　　　　　



＊　介護サービス量：本計画中、介護給付対象サービス量及び予防給付対象サービス量をさす。

（２）市町村計画と府計画

市町村計画は、それぞれの地域における高齢者のニーズや保健・医療・福祉サービス基盤の状況等に基づき、高齢者保健福祉サービスの目標量や介護サービス量の見込みを定めるものです。

一方、府計画は市町村における目標量や見込みをもとにして、広域的な観点から施設整備、人材の養成・確保、介護サービス情報の公表等サービスの円滑な提供を図るために必要な体制の整備について定めるものです。

府では、介護保険法１１６条に基づき示された「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（案）」及び老人保健福祉事業の考え方を併せて市町村における次期計画策定に際しての留意点をまとめた「平成24年度からの市町村高齢者保健福祉計画策定指針（案）」を示して、市町村計画と府計画との整合を図っていきます。


資料2-２












































《介護保険事業支援計画》


・介護サービス量*の見込み及び供給体制の確保方策


・介護サービスの円滑な提供を図るための方策





《老人保健福祉計画》


・高齢者保健福祉サービスの目標量及び供給体制の確保方策








【計画の仕組み】














　　　　協議・積み上げ　　　　　支援・調整





《市町村計画》


・高齢者保健福祉サービスの目標量


・介護サービス量等の見込み





《府計画》


広域的な観点からの施設整備や人材の養成・確保、介護サービス情報の公表等





府の指針





国　の　指　針
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